
    

１１１１    東日本大震災東日本大震災東日本大震災東日本大震災にににに伴伴伴伴うううう大規模大規模大規模大規模なななな災害復旧工事災害復旧工事災害復旧工事災害復旧工事におけるにおけるにおけるにおける随意契約随意契約随意契約随意契約    
についてについてについてについて    

 

(1)(1)(1)(1)    東日本大震災等東日本大震災等東日本大震災等東日本大震災等によりによりによりにより緊急緊急緊急緊急をををを要要要要するするするする工事等工事等工事等工事等にににに対対対対するするするする対応方針対応方針対応方針対応方針 

○ 東日本大震災等により緊急を要する災害復旧工事等については随意契約に

より速やかに対応 

○ 災害復旧以外の緊急を要する工事等についても同様に随意契約で速やかに

対応 

○ 地域に精通した企業による迅速、円滑な施工の確保などの観点から、一部の

特殊又は難易度の高い工事等を除き、随意契約の相手方の選定に当たっては、

基本的に地元企業・県内企業に発注 

 

 

(2)(2)(2)(2)    予定価格予定価格予定価格予定価格 5555 億円以上億円以上億円以上億円以上のののの災害復旧工事災害復旧工事災害復旧工事災害復旧工事におけるにおけるにおけるにおける随意契約随意契約随意契約随意契約（（（（公募方式公募方式公募方式公募方式））））    

① 今後、予定されている海岸災害復旧工事などの災害復旧工事については、予

定価格が 5 億円を超す大規模な工事も計画されており、契約に当たっては、迅

速性や地域性への配慮のほか、より透明性、競争性、公正性の確保が重要とな

る。 

② 透明性、競争性、公正性の確保には、条件付一般競争入札や総合評価方式で

の実施が優れているが、この場合、契約までに時間を要し、迅速性が求められ

る中での対応が困難であることから、上記(1)の方針を基本としながら、より透

明性、競争性、公正性を確保する観点から、見積人を公募することとする。 

  また、予定価格が概ね３億円以上５億円未満の災害復旧工事についても、な

るべく準用することとする。 

③ 一定の条件を付して見積人を公募することとし、条件の設定に当たっては以

下とする。 

○ 地域・資格要件は「県内の A ランク企業」とする。 

○ 工事内容により、上記に加え「企業の技術力（実績）」及び「配置技術者

の技術力（実績）」の条件を付する。 

○ 特定 JV で参加する場合は、「代表構成員を県内の A ランク企業」とし、

その他の構成員は、「県内の支店・営業所に委任先のある A ランク企業」の

参加を可能とする。 

資料資料資料資料６６６６ 



特別
簡易型

簡易型 標準型 計
特別
簡易型

簡易型 標準型 計

959 229 44 1,232 236 73 13 322
(78%) (19%) (3.6%) (100.0%) (73%) (23%) (4.0%) (100.0%)

942 199 25 1,166 214 58 12 284
(98%) (87%) (56.8%) (94.6%) (91%) (79%) (92.3%) (88.2%)
17 30 19 66 22 15 1 38
(2%) (13%) (43.2%) (5.4%) (9%) (21%) (7.7%) (11.8%)

２．低入札価格調査の状況

254 43 4 301 38 6 1 45
(27.0%) (21.6%) (16.0%) (25.8%) (17.8%) (10.3%) (8.3%) (15.8%)

90 15 2 107 17 1 0 18

6 1 0 7 0 0 0 0
(6.7%) (6.7%) (0.0%) (6.5%) (0.0%) (0.0%) (－) (0.0%)
49 9 1 59 11 0 0 11

(54.4%) (60.0%) (50.0%) (55.1%) (64.7%) (0.0%) (－) (61.1%)
44 5 0 49 11 1 0 12

(48.9%) (33.3%) (0.0%) (45.8%) (64.7%) (100.0%) (－) (66.7%)
43 6 2 51 8 0 0 8

(47.8%) (40.0%) (100.0%) (47.7%) (47.1%) (0.0%) (－) (44.4%)
21 5 1 27 3 0 0 3

(23.3%) (33.3%) (50.0%) (25.2%) (17.6%) (0.0%) (－) (16.7%)

110 7 0 117 21 3 0 24

1 0 0 1 1 0 0 1

68.5% 48.8% 50.0% 65.4% 84.2% 66.7% 0.0% 80.0%

80 22 2 104 6 2 1 9
(31.5%) (51.2%) (50.0%) (34.6%) (15.8%) (33.3%) (100.0%) (20.0%)

３．施工体制事前提出方式における失格基準該当件数（件）など

2 3 1 6 4 2 0 6
(11.8%) (10.0%) (5.3%) (9.1%) (18.2%) (13.3%) (0.0%) (15.8%)

2 3 1 6 4 2 0 6
(100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (100.0%) (－) (100.0%)

1 0 0 1 0 0 0 0
(50.0%) (0.0%) (0.0%) (16.7%) (0.0%) (0.0%) (－) (0.0%)

0 0 0 0 0 0 0 0
(0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (－) (0.0%)
0 0 0 0 0 0 0 0

(0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (－) (0.0%)

1 2 1 4 2 0 0 2

0 0 4 4 0 0 0 0

0 0 0 0 1 0 0 1

0 0 0 0 0 0 0 0

1 1 6 8 1 1 0 2
(5.9%) (3.3%) (31.6%) (12.1%) (4.5%) (6.7%) (0.0%) (5.3%)

項　　　　目
平成２２年度

１．総合評価方式実
施件数（件）

一般管理費基
準

直接工事費基
準

共通仮設費基
準

詳細調査による
排除件数

失格基準①（現
場管理費基準）

失格基準②（一
般管理費基準）

失格基準③（元
下適正化基準）

失格基準④（元
下適正化基準）

辞退による排除
件数

上のうち、詳細調査基
準価格を下回った件数

低入案件のうち契
約した件数

失格基準（⑤を除
く）による排除件数

（平成22年度及び平成23年度上半期に契約した工事）

低入札価格調査
制度

現場管理費基
準

調査基準価格を
下回った件数

純工事費基準

平成２３年度（４～９月）
備　考

施工体制事前提
出方式

・入札額にかかわ
らず失格基準①
～④を適用し、入
札金額が詳細調
査基準価格を下
回った場合はさら
に失格基準⑤（純
工事費基準）を適
用し、該当した場
合、詳細調査の
対象となる。

失格基準⑤（純工事
費基準）該当件数

詳細調査基準価格を
下回って契約した件数

・低入札対策とし
て、配置技術者
の複数配置等を
義務付けている。
（対応困難の場
合、落札者決定
前の辞退可。施
工体制事前提出
方式も同じ。）

失格基準による
排除件数

辞退による排除
件数
調査による排除
件数
低入案件のうち
排除した割合

２２２２　　　　総合評価方式総合評価方式総合評価方式総合評価方式におけるにおけるにおけるにおける失格基準該当状況失格基準該当状況失格基準該当状況失格基準該当状況


